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● 遠軽地方企業業況調査 調査要領（2025 年 1 月～3月期） 
 

■調査時期   2025 年 3 月 3日～2025 年 3月 7 日 

■調査内容   ① 2024 年 10 月～12月期と比べた 2025 年 1 月～3 月期の業況 

         ② 2025 年 1月～3月期と比べた 2025 年 4 月～6 月期の見通し 

■調査方法   当金庫職員による訪問聞き取り調査（調査表は、信金中央金庫が実施する 

「全国中小企業景気動向調査」の調査表を使用） 

■調査対象   遠軽地方に事業所を有する当金庫お取引先企業 110 社        

■業種別内訳 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業 合 計 

25 5 28 21 29 2 110 

■回答企業数  110 社（回答率 100%） 

■分析方法   ＤＩ（ディフュージョン インデックス）分析 

※ 分析においては、卸売業及び不動産業の企業数が少ないため、それぞれ小売業及びサー

ビス業の企業と合算して算出しております。 
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ＤＩ分析について 

１．ＤＩとは 
ＤＩとは、経済事象について、好転・悪化の傾向を判断する指標のことをいいます。 

２．当金庫のＤＩ算出方法 
各質問項目につき、「良い」「増加」「上昇」等と回答した企業の割合から、「悪い」「減少」「下降」等

と回答した企業の割合を差し引く方法で算出しています。 
３．季節変動について 

業況判断ＤＩは、毎年１月～３月期に低下し、４月～６月期に上昇するという季節的な変動（季節変動）が
ありますが、当金庫の分析においては季節変動の調整（季節調整）は行っておりません。 
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遠軽地方の景況感について、2024 年 10 月～12 月期と比較した 2025 年 1 月～3 月期

の業況判断ＤＩを見ると、「建設業」で 20.7 ポイント、「製造業」で 15.9 ポイント、

「卸売業・小売業」で 15.2 ポイント、「サービス業・不動産業」で 4.3 ポイントと全

ての業種で悪化したことから、「全業種」では前期比 14.5 ポイント悪化の△23.7 とな

りました。 

また、2025 年 1 月～3 月期と比較した 2025 年 4 月～6 月期の予想業況判断ＤＩは、

「製造業」で 12.0 ポイント、「サービス業・不動産業」で 4.3 ポイントの改善が予想

されたものの、「卸売業・小売業」で 12.1 ポイント、「建設業」で 10.4 ポイントの悪

化が予想され、「全業種」の予想判断ＤＩは△26.4 と、今期実績と比べ 2.7 ポイント

の悪化が予想される結果となりました。 

 製造業 
卸売業 
小売業 

サービス業 
不動産業 

建設業 全業種 

2024 年 10 月～ 

12 月期の実績 

（前期調査） 

     

（ＤＩ値） △ 4.1  △24.2  △17.4  10.4  △ 9.2  

2025 年 1 月～ 

3 月期の実績 
     

（ＤＩ値） △20.0  △39.4  △21.7  △10.3  △23.7  

2025 年 4 月～ 

6 月期の予想 
     

（ＤＩ値） △ 8.0  △51.5  △17.4  △20.7  △26.4  

（マークの見方） 

   

 

 

 

 

 

 好 調 ←  やや好調 ←   普 通   → やや低調  → 低  調 

 

     

 

ＤＩ値 100～60 60～20 20～△20 △20～△60 △60～△100  

遠軽地方の業況（202５年１月～３月期） 
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■ 売上状況 

2024 年 10 月～12 月期と比較した 2025 年 1 月～3 月期の売上状況ＤＩは、「製造業」で 1.2

ポイントの改善となりましたが、「建設業」で 58.8 ポイント、「サービス業・不動産業」で

52.2 ポイント、「卸売業・小売業」で 18.2 ポイント悪化したことから、「全業種」では前期比

31.6 ポイント悪化の△37.2 となりました。 

今期実績ＤＩと比較した次期予想ＤＩでは、全ての業種で 18.2 ポイント～65.6 ポイントの改

善が予想され、「全業種」の次期予想ＤＩは、今期実績ＤＩと比べ 39.0 ポイント改善の 1.8 の

予想結果となりました。 

 

①  2024 年 10 月～12 月期に比べた 2025 年 1 月～3 月期の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  昨年の同じ時期に比べた動き 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③  2025 年 1 月～3月期に比べた 2025 年 4 月～6 月期の予想 
 

 今期実績ＤＩ 前期実績ＤＩ 変化幅 前年同期比較ＤＩ 次期予想ＤＩ 

全業種 △ 37.2 △  5.6 △ 31.6 △ 19.1  1.8 

製造業 △ 28.0 △ 29.2 1.2 △  8.0 16.0 

卸売業・小売業 △ 27.3 △  9.1 △ 18.2 △ 12.1 △ 9.1 

サービス業・不動産業 △ 39.1 13.1 △ 52.2 △  4.4 △ 8.7 

建設業 △ 55.2 3.6 △ 58.8 △ 48.3  10.4 

遠軽地方企業業況調査 調査結果（202５年１月～３月期） 
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■ 収益状況 

2024 年 10 月～12 月期と比較した 2025 年 1 月～3 月期の収益状況ＤＩは「サービス業・不動

産業」で 52.2 ポイント、「建設業」で 23.5 ポイント、「製造業」及び「卸売業・小売業」で

15.2 ポイント悪化したことから、「全業種」では前期比 25.2 ポイント悪化の△40.9 となりま

した。 

今期実績ＤＩと比較した次期予想ＤＩでは、全ての業種で 24.0～30.4 ポイントの改善が予想

され、「全業種」の次期予想ＤＩは、今期実績ＤＩと比べ 27.3 ポイント改善の△13.6 の予想結

果となりました。 

 
①  2024 年 10 月～12 月期に比べた 2025 年 1 月～3 月期の実績 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②  昨年の同じ時期に比べた動き 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③  2025 年 1 月～3月期に比べた 2025 年 4 月～6 月期の予想

 今期実績ＤＩ 前期実績ＤＩ 変化幅 前年同期比較ＤＩ 次期予想ＤＩ 

全業種 △ 40.9 △ 15.7 △ 25.2 △ 31.8 △ 13.6 

製造業 △ 36.0 △ 20.8 △ 15.2 △ 20.0 △ 12.0 

卸売業・小売業 △ 45.5 △ 30.3 △ 15.2 △ 39.4 △ 15.2 

サービス業・不動産業 △ 39.1 13.1 △ 52.2 △ 13.0 △  8.7 

建設業 △ 41.4 △ 17.9 △ 23.5 △ 48.3 △ 17.2 
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■ その他の項目（※計数のみ） 

 

１．受注残（製造業・建設業のみ） 

  ● 2025 年 1月～3月期実績            ● 2025 年 4 月～6 月期予想 

 増 加 変らず 減 少 ＤＩ値  増 加 変らず 減 少 ＤＩ値 

製造業 12.0 40.0 48.0 △ 36.0 製造業 20.0 64.0 16.0 4.0 

建設業 6.9 37.9 55.2 △ 48.3 建設業 27.6 34.5 37.9 △ 10.3 

 

 

２．施工高（建設業のみ） 

  ● 2025 年 1月～3月期実績            ● 2025 年 4 月～6 月期予想 

 増 加 変らず 減 少 ＤＩ値  増 加 変らず 減 少 ＤＩ値 

建設業 3.4 44.8 51.7 △ 48.3 建設業 27.6 37.9 34.5 △  6.9 

 

 

３．販売価格（製造業、卸売業／小売業、不動産業）、料金価格（サービス業）、請負価格（建設業） 

  ● 2025 年 1月～3月期実績            ● 2025 年 4 月～6 月期予想 

 上 昇 変らず 下 降 ＤＩ値  上 昇 変らず 下 降 ＤＩ値 

全業種 34.5 55.5 10.0 24.5 全業種 30.9 61.8 7.3 23.6 

製造業 48.0 48.0 4.0 44.0 製造業 24.0 76.0 0.0 24.0 

卸売業 

小売業 
60.6 33.3 6.1 54.5 

卸売業 

小売業 
51.5 42.4 6.1 45.4 

サービス業 

不動産業 
17.4 78.3 4.3 13.1 

サービス業 

不動産業 
30.4 69.6 0.0 30.4 

建設業 6.9 69.0 24.1 △ 17.2 建設業 13.8 65.5 20.7 △  6.9 

 

 

４．原材料価格（製造業）、仕入価格（卸売業／小売業、不動産業）、材料価格（サービス業、建設業） 

  ● 2025 年 1月～3月期実績            ● 2025 年 4 月～6 月期予想 

 上 昇 変らず 下 降 ＤＩ値  上 昇 変らず 下 降 ＤＩ値 

全業種 68.8 29.4 1.8 67.0 全業種 67.9 31.2 0.9 67.0 

製造業 72.0 24.0 4.0 68.0 製造業 68.0 32.0 0.0 68.0 

卸売業 

小売業 
81.8 15.2 3.0 78.8 

卸売業 

小売業 
66.7 30.3 3.0 63.7 

サービス業 

不動産業 
63.6 36.4 0.0 63.6 

サービス業 

不動産業 
59.1 40.9 0.0 59.1 

建設業 55.2 44.8 0.0 55.2 建設業 75.9 24.1 0.0 75.9 
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５．原材料在庫（製造業）、在庫（卸売業／小売業、不動産業、建設業） 

  ● 2025 年 1月～3月期実績            ● 2025 年 4 月～6 月期予想 

 過 剰 適 正 不 足 ＤＩ値  過 剰 適 正 不 足 ＤＩ値 

全業種 11.4 75.0 13.6 △  2.2 全業種 6.8 76.1 17.0 △ 10.2 

製造業 12.5 70.8 16.7 △  4.2 製造業 4.2 75.0 20.8 △ 16.6 

卸売業 

小売業 
21.2 66.7 12.1 9.1 

卸売業 

小売業 
15.2 66.7 18.2 △  3.0 

不動産業 0.0 0.0 100.0 △100.0 不動産業 0.0 0.0 100.0 △100.0 

建設業 0.0 93.1 6.9 △  6.9 建設業 0.0 93.1 6.9 △  6.9 

 

６．資金繰り 

  ● 2025 年 1月～3月期実績            ● 2025 年 4 月～6 月期予想 

 楽 変らず 苦しい ＤＩ値  楽 変らず 苦しい ＤＩ値 

全業種 4.6 79.8 15.6 △ 11.0 全業種 1.8 81.7 16.5 △ 14.7 

製造業 8.3 79.2 12.5 △  4.2 製造業 4.2 87.5 8.3 △  4.1 

卸売業 

小売業 
0.0 69.7 30.3 △ 30.3 

卸売業 

小売業 
0.0 66.7 33.3 △ 33.3 

サービス業 

不動産業 
0.0 91.3 8.7 △  8.7 

サービス業 

不動産業 
0.0 87.0 13.0 △ 13.0 

建設業 10.3 82.8 6.9 3.4 建設業 3.4 89.7 6.9 △  3.5 

 

※ 全国中小企業景気動向調査（信金中央金庫実施）の調査結果に基づき算出しております。 

  ※ 各項目のパーセンテージは、小数点以下第２位を四捨五入で表示しておりますので、合計 

   が１００％とならない場合やＤＩ値が一致しない場合があります。 

・お申し込みに際しては事前の審査をさせていただきます。 

・結果によっては、ご希望に添えない場合もございますので 

あらかじめご了承ください。 

創業支援資金 

《《《チチチャャャレレレンンンジジジ》》》   
取取取   扱扱扱   期期期   間間間   

２２２０００２２２555 年年年４４４月月月１１１日日日（（（火火火）））～～～２２２０００２２２666 年年年３３３月月月３３３１１１日日日（（（火火火）））   
 

無無担担保保  固固定定金金利利  年年１１..５５％％  

有有担担保保  固固定定金金利利（（当当初初５５年年間間））  年年１１..００％％  
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● 主要判断ＤＩの推移 

【全業種総合】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【製造業】                【卸売業・小売業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【サービス業・不動産業】         【建設業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフで見る調査結果の推移 

業況判断ＤＩ 

前年同期比収益判断ＤＩ 

前年同期比売上高判断ＤＩ 
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外国人との接触機会について、コロナ前と現在の状況を比較して概ね水準が戻ったと感じている先

は 42.7％となりました。一方、「わからない」と回答した先は 47.3％となり、多くの事業先が、実感

はまだ湧かないと感じていることがわかる結果となりました。 

外国人労働者の雇用については、雇用をしている事業先は全体の 9％という結果となり、遠軽地方

では人手が充足していることや受入負担の重荷から、外国人雇用をしていない先が多いことがわかり

ました。また、外国企業向けの売上については、「ない」と回答した事業先は 74.5％と、国内の売上

だけで十分と考えている事業先が多いことがうかがえる結果となりました。 

人材定着に向けた賃金引き上げについては、回答が半々に分かれる結果となり、引き上げしないと

回答した事業先の中では、業績低迷や賃上げに見合う価格転嫁ができていないことを理由に実施をし

ていない先もいることがわかる結果となりました。 
 

問１．昨今貴社を取り巻く事業環境や地域社会の中で、外国の方と接触する機会がコロナ前の水準に戻って
いるという実感はありますか。あてはまるものを１から４の中から１つ選んでお答えください。また、
外国との関わりの中で今後ビジネスチャンスを増やしたいという意向はありますか。５から９の中から
１つ選んでお答えください。 

 
【外国人との接触機会】               【ビジネスチャンスを増やす意向】
１．コロナ前を上回っている               10.9% 
２．コロナ前とほぼ同水準                 31.8% 
３．コロナ前を下回っている                2.7% 
４．わからない                           47.3% 
（未回答）                                7.3% 
 
 

５．大いにある                            2.7% 
６．どちらかというとある                 14.5% 
７．どちらかというとない                 21.8% 
８．まったくない                         18.2% 
９．わからない                           37.3% 
（未回答）                                5.5% 

問２．貴社では、外国人労働者を雇用していますか。雇用している場合は、従業員全体に占める外国人労働
者の割合を１から６の中から１つ選んでお答えください。また、雇用していない場合は、外国人労働者
を雇用していない理由を７から０の中から１つ選んでお答えください。 

 
【外国人労働者を雇用している】           【外国人労働者を雇用していない】
１．５０％以上                            1.8% 
２．４０％～５０％                        1.8% 
３．３０％～４０％                        0.9% 
４．２０％～３０％                        0.0% 
５．１０％～２０％                        1.8% 
６．１０％未満                            2.7% 
 

７．人手が充足しており必要ない           40.0% 
８．受入負担（就労環境整備、育成コスト等）が重い   20.0% 
９．雇用方法が分からない、行政手続きの負担が重い    6.4% 
０．コミュニケーションなどで心配がある   16.4% 
（未回答）                                8.2% 

 
 

問３．貴社では、売上全体に占める外国人（旅行客を含む）、若しくは外国企業向けの売上（輸出を含む）
はどれくらいですか。あてはまるものを１から６の中から１つ選んでお答えください。売上がない場合
は７を選択ください。 

 
【外国向けの売上がある】            
１．５０％以上                            0.9% 
２．４０％～５０％                        0.0% 
３．３０％～４０％                        0.9% 
４．２０％～３０％                        0.0% 
 

５．１０％～２０％                        0.0% 
６．１０％未満                           15.5% 
７．外国向けの売上はない                 74.5% 
（未回答）                                8.2% 

 
問４．貴社では、外国向けの売上を増加させるための取り組みを行っていますか。行っている企業は、特に

行っている取り組みについて１から５の中から１つ選んでお答えください。行っていない企業は、行っ
ていない理由について６から０の中から１つ選んでお答えください。 

 
【外国向けの取り組みを行っている】          【外国向けの取り組みを行っていない】
１．製品・商品・サービス面の開発強化      0.9% 
２．営業力の強化                          0.9% 
３．ネットや広告による情報発信            1.8% 
４．海外拠点の設置・強化                  0.9% 
５．その他                                0.0% 
 
 

６．国内だけで十分な売上がある           42.7% 
７．何をすればいいのかわからない         16.4% 
８．人材が不足している                    6.4% 
９．資金面で余裕がない                    3.6% 
０．その他                               14.5% 
（未回答）                                11.8% 
 

問５．貴社では、人材定着などに向けて、２０２５年中に賃金（定期昇給分除く、賞与や一時金除く）の引
き上げを実施（実施予定を含む）しますか。引き上げる場合はその賃金引上げ率について１から４の中
から１つ選んでお答えください。また、引き上げない場合は引き上げなかった理由について５から０の
中から１つ選んでお答えください。 

 
【引き上げ】                  
１．０％以上２％未満                     15.5% 
２．２％以上４％未満                     24.5% 
３．４％以上６％未満                     10.9% 
４．６％以上                              3.6% 

 
 
 

【引き上げない】 
５．賃上げに見合う価格転嫁ができてない    7.3% 
６．同業や同地域内の他社が上げていない    0.0% 
７．今後の業績見通しが不透明              8.2% 
８．売上の低迷や伸び悩み                  4.5% 
９．これまでに賃金を引き上げ済み         10.0% 
０．自社に従業員はいない（家族経営など）  7.3% 
（未回答）                                 8.2% 

 
※各項目のパーセンテージは、小数点以下第 2位を四捨五入で表示しており、合計が 100％とならない場合があります。 

 

特別調査「外国人・海外情勢と中小企業」について 


